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本日のご説明内容

１．ケーブルテレビとは

２．2030ケーブルテレビの方向性

３．ケーブルテレビによる地域BWAの活用状況

４．ヒアリング項目に対する回答
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 ケーブルテレビは、1955年、群馬県伊香保温泉における難視聴対策として誕生。
 光ファイバーケーブルや同軸ケーブルを敷設し、地域情報を放送するコミュニティ放送、地上放送や衛星放送の

再放送、インターネットや電話などの通信サービスなどの多様なサービスを提供。
 地域密着の事業者である「地域性」、臨機応変な対応が可能な「機動性」、インフラからコンテンツまで全てを扱う

「垂直的総合性」がケーブルテレビ事業者の特長。

1953年 地上テレビ放送開始

1955年 群馬県伊香保温泉で初のケーブルテレビ誕生

1972年 有線テレビジョン放送法制定

1974年 日本有線テレビジョン放送連盟が任意団体として発足

1980年 社団法人 日本ケーブルテレビ連盟設立

1987年 初の都市型ケーブルテレビ開局（多摩ケーブルネットワーク（株））

1996年 ケーブルインターネット開始

1997年 電話サービス開始

2005年 ケーブルテレビ発祥50周年

2012年 日本ケーブルテレビ連盟が社団法人から一般社団法人に移行

2014年 4K試験放送開始／ケーブルスマホ（MVNO）サービス開始

2015年 デジアナ変換サービス終了／「ケーブル4K」実用放送開始

2017年 「ケーブルIDプラットフォーム」運用開始

2018年 「新4K8K衛星放送」再放送開始

2020年 ローカル5G/地域BWAの業界統一コア運用開始
「ローカル５G」地域実証等開始

ケーブルテレビの歴史

ケーブルテレビとは
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 2020年3月末現在、「有線電気通信設備を用いて自主放送を行う登録一般放送事業者」数は、471事業者。
加入世帯数は、約3,091万世帯であり、緩やかな増加続いている。

 世帯普及率は約52.3％。我が国の総世帯数の半数以上が、ケーブルテレビ経由でテレビを視聴。
 サービス提供エリアは、全都道府県を網羅。471事業者のうち、349事業者（2020年3月31日現在）が、日本ケー

ブルテレビ連盟の会員。（連盟会員ベースの世帯普及率は、46.3％※）

登録に係る自主放送を行う有線電気通信設備によりサービスを受ける加入世帯数、普及率の推移

出典：総務省『ケーブルテレビの現状』（2020年8月）
※（ ）内は、加入世帯数の対前年度末増加率
※最新の普及率は、令和2年1月1日現在の住民基本台帳世帯
数から算出

※ RF⽅式における「加⼊世帯数」は、登録に係る有線電気通
信設備の総接続世帯数（電波障害世帯数を含む））を指す。

4

※ 総世帯数は、2020年1月1日現在の住民基本台帳世帯数から、
連盟会員ベースの総接続数は、2020年3月31日現在の数値から算出。

世帯普及率
約52.3%

加入世帯数は、
約3,091万世帯。

ケーブルテレビの加入世帯数の推移
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地方創生の加速

地域の課題解決

地域ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ促進

地域の安心・安全サービス・
アプリケーション

従来からの地域映像を中心とした
BtoCコンテンツ

地方自治体との太いパイプを活用した
地域の課題解決に資するBtoGアプリ

支えるインフラ
 災害時等に輻輳しないネットワーク
 低遅延を要するサービスへの対応
 データ流通の地域分散
（エッジコンピューティングの実現等）

地域イベントやインバウンド向けリアルタイム映像伝送(VR/AR等)
遠隔監視・操作(トレーニング, 機械操作, 宅配, 遠隔手術等）
その他 大容量・IoT等 多数接続環境を各地域で安定的に提供

ケーブルテレビ業界における無線利活用戦略ロードマップ

2017年7月開始 キャリアアグリ
ゲーション

業界コア構築プラット
フォーム

業界共通ID基盤
ケーブルID

★東京五輪★平昌五輪 ★ラグビーW杯

イ
ン
フ
ラ

FTTH化の推進 (オフロード・トラヒックの増大)

ケーブルがMVNOとして提供

★フリーWi-Fi業界内認証連携
★フリーWi-Fi全国キャリアとのローミング

★加入者向けWi-Fi業界内認証連携
★加入者向けWi-Fi全国キャリアとのローミング

宅内外WiFi AP増設 ※屋外：フリーWi-Fi、宅内：加入者向けWi-Fi

★業界内ローミング開始
★全国キャリアとのローミング開始

免許取得・基地局増設 ★業界内データローミング開始
★全国キャリアとのデータローミング開始

★音声サービス・音声ローミング開始

無
線

有線

オ
フ
ロ
ー
ド

5G
4.5GHz帯
28GHz帯

地域BWA

Wi-Fi

ケーブル

MVNO － MVNO

－ Wi-Fi

－ 5G 

※業界の無線インフラを支えるコア網

－ 地域BWA

－ 有線

免許申請、基地局開設
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 ケーブルテレビ業界において、地域BWAやローカル５Gなどの戦略的な展開を図るため、業界内
で共同で利用できるコア設備として「業界統一コア」を構築。

 2020年3月に地域BWA向け、2020年6月にローカル5G（ミリ波）向けのサービスを提供。現
在、2021年3月のローカル5G（Sub6）向けのサービス提供に向けて準備中。
※ 阪神ケーブルエンジニアリング、UQ、WCPのコア設備等を利用して地域BWAを提供している事業者もある。

 今後、地域BWAについては、5Gシステム（5G NR）への高度化対応を進めていく予定。

業界統一コアによるローカル5G・地域BWAサービス提供スキーム

日本ケーブルテレビ連盟 地域BWA・ローカル５G普及展開のための「業界統一コア」

※株式会社地域ワイヤレス
ジャパン、株式会社グレー
プ・ワンに、ケーブルテレビ各
社から出資
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日本ケーブルテレビ連盟における無線利活用の推進体制

無線利活用委員会
（委員長 株式会社ZTV 田村 欣也）

BtoB無線ビジネス
タスクチーム

地域BWA・MVNO
タスクチーム

Wi-Fi推進
タスクチーム

IoT推進
タスクチーム

• ローカル５Gのユース
ケース検討

• ローカル５G導入マニュ
アル作成、導入推進

• ローカル５Gの運用に
関する情報共有

• 地域BWA及び
MVNO営業強化

• 地域BWA、MVNO導
入局の拡大

• 地域BWAローミングの
推進

• 地域におけるWi-Fiア
クセスポイント設置の
推進

• 全国でのWi-Fi認証
連携の推進

• IoT活用事例に関す
る情報収集

• IoTを活用したサービ
スモデルの検討

 地域BWA、ローカル5G、ケーブルスマホ（MVNO）など、ケーブルテレビ業界における無線利活用を推進す
るため、日本ケーブルテレビ連盟に無線利活用委員会（委員長田村 欣也）を設置。

 ケーブルテレビ事業者が出資を行った「地域ワイヤレスジャパン（RWJ）」、「グレープ・ワン」による支援体制の
強化や業界統一コアの構築を行うなど、無線利活用を推進。

7
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CATVから「地域DX」へ

 ケーブルテレビは、これまで、放送、インターネット、電話など、コンシューマ向けの
サービスを中心に提供。しかし、今後、少子高齢化、人口や世帯の減少や、放
送のIP化の進展などの事業環境の変化を見据え、「新たな事業領域の拡大」
と「新たな顧客の創造」を行うことが喫緊の課題。

 ケーブルテレビは、コンテンツと放送・通信インフラの両方を持つ、地域に密着し
たICT事業者として、自治体や地域の中小企業など地域におけるデジタル化、
スマートシティの実現を支援する「地域DX」の担い手となることを目指す。

 ケーブルテレビ事業者は、地域BWAの提供を拡大するとともに、2014年から
ケーブルスマホ（MVNO）の無線サービスを提供。

引き続き、地域BWAの徹底的な活用を進めるとともに、新たに制度化された
「ローカル5G」についても地域課題の解決のために積極的に活用していきたい。

ケーブルテレビの方向性
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2030年のケーブルテレビ ビジョン（イメージ）
オンライン

診療

５Ｇ
ビジネス

４Ｋ／８Ｋ
コンテンツビジネス

地域
ビジネス

ネット
ビジネス

ＤＸ
ビジネス

ケーブルＩＤ

2030年のビジネスの方向性

オンライン
学習

テレワーク・
ワーケーション

VR/AR
観光

エンタメ・
スポーツ防災・減災

スマートシティ
地域コミュニティ

活動支援

安心セキュリティ

プラットフォーム

有線（光等）

「ＣＡＴＶ」 から 「地域DX」 へ！
４Ｋ／８Ｋ

無線（L5G/地域BWA）

AJC-CMS地域ＩＸ

ＭＶＮＯ

コミュニティチャンネル

電力、ガス スマートホーム

地上波再放送

業界統一コア

ICTインフラ
機能

生活インフラ
機能

メディア
機能

ケーブル業界
連携コミュニティアプリ

多チャンネル

ケーブル４Ｋ

人材育成・共有データ連携

ケーブルテレビ事業者

10
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地域BWAとは

 地域BWAは、地域の公共サービスの向上やデジタル・ディバイド（条件不利地域）の解消等、
地域の公共の福祉の増進に寄与することを目的とした無線システム。無線局免許の取得にあたっては、
市町村長との間で締結された協定等が求められている。

 2014年には、携帯電話等で広く利用されているLTE（TDD-LTE）互換となる高度化方式
（WiMAX Release 2.1AE 、AXGP）が導入され、普及が加速。

 ケーブルテレビは、それぞれの地域の市町村と連携し、地域BWAの活用を推進。
 なお、地域BWAが使用する2.5GHz帯は、自営等BWAと周波数共用を行っている帯域となっている。

出典：総務省HP掲載資料

自営等BWAと
周波数を共用
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総務省新世代モバイル通信システム委員会資料より抜粋

ローカル５G (Sub6) 地域BWA(2.5GHz帯)

ローカル５G(28GHz帯) 

 5Gにおける「超高速」、「超低遅延」、「多数接続」などの性能は、それぞれの特長に応じた複数の周波
数を組み合わせたシステムで総合的に実現するもの。地域における様々な課題を解決する際も、個々
のユースケースに応じて、異なる周波数※を組み合わせた無線システムが必要。
※帯域が確保できるSub6やミリ波は超高速サービス、地域BWAの帯域は多数接続や面的なエリアカバーなど

 「地域DXの担い手」として、社会全体のデジタル化に向けた様々なサービスを提供するため、ローカル
５Gだけでなく、地域BWAの2.5GHz帯の活用を推進してまいりたい。

ケーブルテレビによる無線利活用（地域BWA、ローカル5G）の考え方
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ケーブルテレビ業界における地域BWAの導入状況
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地域ＢＷＡ導入自治体数の推移※

 2020年10月現在、連盟のケーブルテレビ事業者による地域BWAの導入社数は103社、自治体数は256※ 、
基地局数は1894※であり、堅調に利用が拡大している状況。（日本ケーブルテレビ連盟調べ、事業者アンケートより作成）

 県庁所在地＋人口20万以上の自治体数約130のうち、74 自治体には導入（免許申請中含む）
※無線局免許申請中の自治体数、基地局数を含む。このほか、協議中の自治体数は121。



Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary 15

■ 商品スペック
下り 110Mbps／上り 10Mbps
※ベストエフォート

■ 提供価格
月額：2,480円（税抜き）
データ容量使い放題

「ちゅピCOM」 地域BWAのエリア展開（広島県広島市ほか）
 広島市、廿日市市、大竹市、府中町、海田町に53の地域BWA基地局を開設し、約4,500件が

契約中。広島市では、市内広域でサービスを提供。
 手ごろな価格でサービス提供を行っており、若年層を中心に利用者が増加。地域BWAのエリア拡

大や加入増に対応するため、新たに20の基地局を開設予定（北広島町もエリア化予定）。

市町村別基地局数

地域BWAエリア展開の事例①
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「愛媛CATV」 地域BWAのエリア展開（愛媛県松山市ほか）
 愛媛県CATVは、松山市内を中心に80局の基地局を開設し、有線と同等のサービスリアを確保。

個人向けサービスを提供するとともに、路面電車内のWiFiサービスや家庭学習用通信回線など、
公共サービスにも活用。

 契約数は増加を続けており、2020年には約4,500件に到達。また、2020年は、感染症拡大の
影響もあり、4月以降の契約者数が増加。

地域BWAエリア展開の事例②

図：地域BWAのサービスエリア（愛媛県松山市）
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地域BWAの基地局が開設されている自治体

17

（参考）

【凡例】

：免許申請中

：免許取得済み
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「金沢ケーブル」 地域BWAエリア展開（石川県金沢市ほか）
 石川県金沢市、野々市市、川北町に地域BWA基地局を開設し、サービスを提供中。
 感染症拡大の影響もあり、工事不要で安価に利用可能な地域BWAのニーズが拡大しており、契

約数は2019年の325件から2020年の648件に倍増。
 加入増なども踏まえ、基地局を新たに4局開設するとともに、2021年度中には石川県内灘町で

サービスを開始するなど、地域BWAのサービスを強化。

地域BWAエリア展開の事例③
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「ZTV」 地域BWAのエリア展開（三重県津市ほか）
 三重県津市内に地域BWA基地局11局を設置し、市中心部を集中的にエリアカバー。
 今後2021年度末までに、エリア全域で100局開設予定。契約者数は6,300契約を想定。

地域BWAエリア展開の事例④

19

【2020年12月末】
• 基地局数

三重県津市内： 11局
全 域 ： 45局

• 契約者数
三重県津市内： 1,050契約
全 域 ： 2,750契約

【2021年度末（予定）】
• 基地局数

三重県津市内： 15局
全 域 ： 100局

• 契約者数
三重県津市内： 1,600契約
全 域 ： 6,300契約

※橙色は新設予定
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地域BWAの基地局が開設されている自治体：南関東中心部

20

神奈川

東京

千葉

横浜市 【凡例】

：免許申請中

：免許取得済み

※横浜市、川崎市は実際は区
単位での導入となる
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地域BWAの基地局が開設されている自治体：東海広域

21

三重

静岡

愛知

伊賀市

津市

松坂市

名古屋市 豊田市

岡崎市

浜松市

【凡例】

：免許申請中

：免許取得済み
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地域BWAの基地局が開設されている自治体：阪神エリア

22

【凡例】

：免許申請中

：免許取得済み

兵庫

大阪



Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary 23

地域BWAの活用事例①：避難所におけるWiFiサービスの提供
 金沢市と金沢ケーブルが締結した防災協定に基づき、市内６３カ所の拠点避難所に地域BWAを

活用したWiFiアクセスポイントを設置。
 災害時に避難住民に対して、インターネットサービスを提供。
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【石川県川北町、愛媛県松山市、東京都世
田谷区、大田区など】
 感染症の拡大を受け、教育機関が遠隔教

育を遠隔に実施できるよう、自治体の支援
による家庭内の通信環境の構築に必要とな
る、地域BWAを活用した通信環境を提供。

地域BWAの活用事例②：コミュニティバス内サイネージ、遠隔授業のための家庭内通信環境

 地域BWAを活用し、コミュニティバス「のっティ」車内のサイネージを提供。現在、コミュニティバス車内、
図書館、コミュニティセンターに地域BWAを活用したWiFi環境を検討中。（石川県野々市市）

 感染症拡大等の影響による自宅での学習環境を整備するため、地域BWAを活用したモバイルルー
タを提供（石川県川北町、愛媛県松山市、東京都世田谷区、大田区など）

【石川県野々市市】
 市コミュニティバス「のっティ」に地域

BWAを活用したサイネージを提供。
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地域BWAの活用事例③：松山市路面電車社内のWiFiサービス
 愛媛CATVが伊予鉄道（株）と連携し、松山市内の路面電車に地域BWAを活用したWiFi環境

を構築。路面電車の全車両（38）にWiFiアクセスポイントを設置しており、乗客が無料でインター
ネットを利用可能（愛媛県松山市）
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地域BWAの活用事例④：地域BWAを基盤とした次世代インフラの構築
 長野県小布施町、株式会社Goolight、自然電力株式会社、株式会社シグマクシスの４者は、環境に

配慮し、災害に強い、次世代型インフラの実現を目指し、「次世代型インフラの実現に向けた包括連携協
定」を締結（2020年9月23日）。

 Goolightは、DX推進の基盤として、2021年春までに小布施町全域をカバーする地域BWAを整備。引
き続き、「ローカル 5G」の活用も含め、自律分散型の次世代インフラの検討を推進。

 包括協定に基づき、電気、水道、通信分野の企業の
協働により、小布施町に環境に配慮した「自律分散
型次世代インフラ」の構築を検討。

 電気、水道、通信分野のインフラ検討を一体的に進
めることで、コスト削減と施策の相乗効果の最大化を
図る。

図：小布施町 地域ＢＷＡの基地局設置（5局）とサービスエリア

サービス提供エリア
飯田雨水排水
ポンプ場付近

栗ガ丘小学校
あけびの湯

（稼働中）

小布施町営
グラウンド

おぶせフラワー
センター

電波調整区域

＜地域BWAの活用事例（検討中）＞
 小中学校・公民館・図書館・指定避難所など、公共施

設へのネットワーク提供
 小中学生の自宅でのオンライン学習環境の提供
 遠隔医療環境の提供
 防災行政無線の代替（輻輳せずに確実に伝達）
 各種IoTサービスの提供（電力の見える化、気象観

測、河川状況、高齢者・子どもの見守り等）
 町内全域をエリア化し、移住定住促進
 観光客向けWiFiの提供

26
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 CTY（シー・ティー・ワイ）が、三重県木曽岬町に町全域をカバーする地域BWA網を構築。安全・安
心な街づくりに向けて、子ども・高齢者のみまもりや防犯カメラ、コミュニティバスの運行状況、水位観測
等に地域BWAを活用。

地域BWAの活用事例⑤：三重県木曽岬町における安全・安心まちづくり

地域ＢＷＡ基地局４局、センサー受信機８８カ所、避難所Ｗｉ－Ｆｉ９カ所、防犯防災カメラ２６カ所

小さな町だからできることを考える。
小さな町にしかできないことを実現する。

（総務省 令和元年度データ利活用型スマートシティ推進事業）
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 CNCiグループは、東海地方３県（愛知県、岐阜県、三重県）に11局を展開。地域BWA基地局
は、42市町に125局を開設。地域BWAを活用した河川監視カメラを設置し、自治体の防災業務に
活用するとともに、コミュニティチャンネルでも配信。

 地域BWAを活用した中継システムを構築し、災害現場やお祭り等の番組中継等に活用。

地域BWAの活用事例⑥：河川監視カメラ等、中継回線への活用

コミュニティチャンネルを活用した河川情報の配信

河川監視システム

光ケーブル

基地局 BWA

コミュニティ放送

ケーブル加入者様

専用網
モバイル網
CATV網

行政様

映像提供モバイル網
CATV網

グループ局ＣＮＣＩ

【サービスイメージ】

地域BWA中継システム
専用網

光ケーブル

基地局 BWA

モバイル網
CATV網

コミュニティ放送
データ放送
ホームページ

ケーブル加入者様

行政様

映像提供モバイル網
CATV網

【サービスイメージ】

グループ局ＣＮＣＩ
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地域BWAの活用事例⑦：地域のプロスポーツのマルチアングル映像配信

29

 愛媛CATVは、四国4 県を活動地域とするプロ野球独立リーグ「四国アイランドリーグplus」の公式戦、
愛媛マンダリンパイレーツ 対 読売巨人軍の公式試合について、地域BWAを活用したマルチアングル
映像の配信を実施。PC、スマートフォン、タブレットのマルチデバイスで視聴可能。

 地域放送事業者と地域スポーツが連携し、地域のプロスポーツを全国に中継。2017年、2018年に
坊ちゃんスタジアムの公式戦で実施。引き続き、地域映像配信において積極的な活用を検討。
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地域BWAの活用事例⑧：遠隔授業での活用

30

 愛媛県愛南町は、地域ＢＷＡ回線を活用した全国の小学生を対象に、「ぎょしょく教育」の公開授
業を実施。

 愛南町養殖場でのブリ水揚げの様子を地域ＢＷＡ回線を用いてアップロード伝送し、小学校の教室
にライブ配信。水産業者と生徒とのリアルなコミュニケーションを通して学習効果の向上に貢献。

 なお、平成30年12月には、東京都中野区立中野本郷小学校において、同授業の様子をＪ:COM
と愛媛CATVが協力して両社のコミュニティチャンネルでのライブ放送を実施。

平成30年12月の中野本郷小学校における公開授業の様子
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本日のご説明内容

１．ケーブルテレビとは

２．2030ケーブルテレビの方向性

３．ケーブルテレビによる地域BWAの活用状況

４．ヒアリング項目に対する回答



32移動通信システム等制度WG ヒアリング項目（案）

２． 電波の利用状況調査（携帯・全国BWA）の在り方

１． 電波の有効利用の促進と公正競争の確保

３． 端末の免許手続の在り方

・各周波数の利用の効率性を把握する指標についての考え方 等

・特定基地局開設計画の認定期間終了後の周波数割当てについての考え方
・周波数再編・周波数割当てに関する課題 等

・携帯事業者・BWA事業者からの要望（免許手続の緩和）、混信防止措置、電波利用料についての考え方 等

４． 今後のBWAの在り方
・BWAがLTEや５Gと技術的差異がなくなっている中でのBWAの役割
・地域BWAの無線局で開設されていないエリアにおける有効利用の方策 等

５． その他
32
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ヒアリング項目に対する回答①

４．今後のBWAの在り方
 BWAがLTEや５Gと技術的差異がなくなっている中でのBWAの役割

（１）地域BWAは、地域の公共の福祉の増進に寄与することを目的とした無線システムであり、
無線局免許の取得にあたって市長村長との間で締結された協定等が求められるなど、公共
性の高いサービスとして利用されております。

（２）地域BWAの重要性は変わっておらず、今後、新たな日常の普及が進展する中で、その
重要性は、益々高まっていくと考えています。
このため、地域BWAの「地域の公共の福祉の増進に寄与することを目的とした無線システ

ム」との位置づけを引き続き維持し、今後も継続して利用できるよう要望いたします。

（３）また、地域BWAは、LTEと技術的な差はなく、携帯電話用の電話番号を用いた音声利
用を行うことも技術的に可能です。
このため、携帯電話と同様の090/080/070の音声電気通信番号を使用したサービス

※１を提供できるよう要望※２いたします。
※１ 地域の通信事業者が構築した地域BWA網を活用することで、エリア内では、安価にデータ通信を利用でき、

また、加入者同士であれば、基本料金のみで通話できるようなサービスを検討。
※２ 無線設備規則（昭和二十五年電波監理委員会規則第十八号）第三条第一項第十号における「主とし

てデータ伝送のために開設された・・・」とのBWAの定義の修正をはじめ、地域BWAで090/080/070の音声
電気通信番号が利用できるよう制度改正をお願いいたします。
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ヒアリング項目に対する回答②
４．今後のBWAの在り方
 地域BWAの無線局で開設されていないエリアにおける有効利用の方策

（１）日本ケーブルテレビ連盟としては、加盟各社に対して、委員会活動等を通じた普及促進を
図るほか、定期的に、加盟社を対象とした地域BWA導入説明会を開催するなど、引き続
き、地域BWAの普及促進に努めてまいります。

（２）他方、 地域で利用可能な無線システムであるローカル5Gについて、地域BWAよりも超高
速通信ができるなど高いポテンシャルを有しておりますが、地域BWAと免許制度が異なる
（自己土地・他者土地利用）ことから、その利用を躊躇している事業者がいる状況です。

（３）今後、本懇談会のとりまとめにおいて、例えば、
「地域BWAの無線局で開設されていないエリアにおける有効利用の方策として、一定の経過
期間を設けた上で、当該期間を経過後においてもなお利用されていない地域については、
他の用途への利用を検討する」

といった方向性が示されるのであれば、地域BWAの活用に踏み出せなかった事業者がローカ
ル5Gを活用できるよう、ローカル5G（Sub6）を地域BWAと同様に、地域の課題解決の
ために広域で利用できる制度に見直していただくよう要望※いたします。
※ 例えば、「地域の公共の福祉の増進に寄与することを目的とした無線システム」と位置づけ、無線局免許の取得にあ

たっては、市町村長との協定を条件とする など

※総務省 「ポストコロナ」時代におけるデジタル活用に関する懇談会WGにおいて説明しましたとおり、現在のローカル5G
の制度では、スマートシティの基盤として活用することも困難と考えております。
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（参考）デジタル変⾰時代の電波政策に関する意見募集に対する
日本ケーブルテレビ連盟からの主な意見

※ 懇談会において、別途ご説明させていただきます。
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要望①：電波利用の将来像とその実現に向けた支援
１．今後の電波利用の在り方
（１）電波利用の将来像（新たなサービスやビジネス、新たな社会のイメージ）

1. ケーブルテレビは、「地域ＤＸ」の担い手として、「DXビジネス」や「5Gビジネス」などを推進
し、新たな事業領域の拡大と顧客の創造を目指してまいりたい。

2. 特に、スマートシティをはじめ、ローカル5Gを活用した具体的なビジネスモデルの確立に
向けた取組はこれから本格化。地域DXの実現に資する実証等に積極的に取り組む地
域の通信事業者に対する、継続的な支援をお願いしたい。

オンライン
診療

５Ｇ
ビジネス

４Ｋ／８Ｋ
コンテンツビジネス

地域
ビジネス

ネット
ビジネス

ＤＸ
ビジネス

ケーブルＩＤ

2030年のビジネスの方向性

オンライン
学習

テレワーク・
ワーケーション

VR/AR
観光

エンタメ・
スポーツ防災・減災

スマートシティ
地域コミュニティ

活動支援

安心セキュリティ

プラットフォーム

有線（光等）

「ＣＡＴＶ」 から 「地域DX」 へ！
４Ｋ／８Ｋ

無線（L5G/地域BWA）

AJC-CMS地域ＩＸ

ＭＶＮＯ

コミュニティチャンネル

電力、ガス スマートホーム

地上波再放送

業界統一コア

ICTインフラ
機能

生活インフラ
機能

メディア
機能

ケーブル業界
連携コミュニティアプリ

多チャンネル

ケーブル４Ｋ

人材育成・共有データ連携

ケーブルテレビ事業者
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要望②：地域BWAにおける音声電気通信番号の利用

1. 感染症の拡大により、対面を避けるテレワークなどの新たな働き方や生活様式の普及
が進んでいますが、地方と都市部は、地域差があるにもかかわらず、多くの通信サービ
スは、全国事業者によって全国一律の料金で提供されている状況です。

2. 現在、携帯電話料金の見直しが進められていますが、MVNOによるサービスを含め、
利用者に対して多様な選択肢を提供する観点から、地域のニーズに即した地域通
信サービスを提供することが重要です。

3. 例えば、地域の通信事業者が構築した地域BWA網を活用することで、エリア内で
は、安価にデータ通信を利用でき、また、加入者同士であれば、基本料金のみで通
話できるようなサービスが考えられます。

4. このため、地域BWAにおいて、携帯電話と同様に、090/080/070の音声伝送
携帯電話番号を使用したサービス提供が行えるよう要望いたします。

２．デジタル変革時代に必要とされる無線システムの導入・普及の在り方
（１）５Ｇやローカル５Ｇ等の普及・促進に係る課題及び対応方策
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要望③：ローカル５Gにおける他者土地利用
２．デジタル変革時代に必要とされる無線システムの導入・普及の在り方
（１）５Ｇやローカル５Ｇ等の普及・促進に係る課題及び対応方策

1. 現在の制度は、他者土地利用のローカル５Ｇ無線局の免許取得後に、自己土地利用の免許申
請がなされた場合には、「他者土地利用側が自己土地利用のローカル５Ｇ無線局に混信を与え
ないように、空中線の位置や方向の調整等を行うことが必要」とされています※。
このため、例えば、他者土地利用でお客様に対してFWAサービス提供を行っていた場合でも、既存
の無線局の利用状況や使用している周波数の特性（ミリ波、Sub6）などを考慮されることはな
く、他者土地利用者側が空中線の位置や方向の調整等を行うこととなり、お客様へのサービス提
供に支障をきたすことが想定されます。

2. つきましては、自己土地・他者土地利用という現在の制度の趣旨を踏まえつつ、他者土地利用の
ローカル５Ｇ無線局の免許取得後に、自己土地利用の免許申請がなされた場合の調整について、
サービス利用者を含めた他者土地利用の無線局の状況、使用している周波数の特性（ミリ波、
Sub6）※などを踏まえた対応としていただくよう要望します。

3. 具体的には、他者土地利用のローカル5G無線局の免許取得後に、自己土地利用の免許申請
がなされた場合の対応について、ローカル5G導入に関するガイドラインを改定いただくなど、既に開設
されている無線局の利用状況、サービス利用者の保護、使用している周波数の特性などを踏まえ
た上で、他者土地利用者と自己土地利用者が調整等を行う制度としていただくようお願いします。

※ ローカル５G導入に関するガイドライン（令和元年12月（令和２年12月最終改定））

※ Sub6は、電波の特性上、ミリ波よりも直進性が弱く、広がりやすい特長。
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（参考）ローカル５Ｇ導入に関するガイドライン（抜粋）

(7) 提供範囲

○ ローカル５Ｇ

自己土地利用は、他者土地利用より優先的に導入することができるものとして位置づけられる
ものである。このため、他者土地利用は、自己土地利用が存在しない場所に限り導入可能とす
る。また、他者土地利用のローカル５Ｇ無線局の免許取得後に、自己土地利用の免許申請
がなされた場合には、他者土地利用側が自己土地利用のローカル５Ｇ無線局に混信を与
えないように、空中線の位置や方向の調整等を行うことが必要である。

２．ローカル５Ｇ導入に係る電波法の適用関係
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